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１-５ 英国（平成 26年 2月時点整理） 

（１）国勢について 

欧州の西に位置するイギリスは４つの地域から構成され、面積は日本の 0.65 倍、人口は

日本の半分程度となっています。 
人口の大半となる 80％程度がイングランドに集中しており、その他には 20％程度となっ

ています。また、首都ロンドンには人口の約 12％が集中しています。 
人口は過去 10 年間堅調に増加しています。一人あたり GDP は、日本よりもやや多くな

っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 １-５-2 英国の地図 

出典：外務省 
 

表 １-５-1 英国の概要 

項目 内容・値 備考 
国 名 グレートブリテンおよび

北アイルランド連合王国 
United Kingdom of 
Great Britain and 
Northern Ireland   

イングランド、スコットラン

ド、ウェールズ、北アイルラン

ドの４つの地域からなる  

国土面積 24 万 1,752ｋ㎡ （日本の0.65倍） 
 

人 口 6,180 万人（2010 年） 注）2006年時点 
6,059万人（2006年、National 
Statistics） 
イングランド：5,076万人

（83.8％） 
スコットランド：512万人

（8.4％） 
 ウェールズ： 297万人 
（4.9％） 
 北アイルランド：174万人

（2.9％） 
首 都 ロンドン 人口約758万人、2010年 
GDP 
他 

2011年 
実質 1409十億ポンド 
（239.5兆円） 
 
名目 2418十億ドル 
 
 
一人当たり 39,652ドル 
 
失業率8.0％ 
※1￡＝170円換算 

 
 
 
 
名目…2兆7,726億ドル 
（2007年、IMF）  
（日本4兆3,838億ドル） 
一人当たり…45,575ドル

（2007年、IMF） 
（日本34,312ドル/人）  

出典：外務省、財団法人自治体国際化協会ロンドン事務

所「英国の地方自治 2008 年 9 月改定版」 
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表 １-５-3 日英の人口の推移 

出典：総務省統計局 
 
行政制度は二院制をとっており、政権交代に応じて地方行政制度も変遷しています。 
英国の地方自治体の種別構成は表 １-５-4 の通りです。日本では、全国一律の構成（二層

制：都道府県及び市町村）が採用されていますが、英国の場合は地域によって異なります。

イングランドにおいては二層制と一層制が混在しており、ウェールズ・スコットランド・

北アイルランドにおいては一層制に統一されています。二層制は、カウンティ（County 
Council）とディストリクト（District Council）で構成されています。カウンティは日本の

県に相当する広域自治体であり、ディストリクトは日本の市町村に相当する基礎自治体で

す。 
表 １-５-4 英国の行政構成（2008 年時） 

 
出典：財団法人自治体国際化協会ロンドン事務所「英国の地方自治 2008 年 9 月改定版」 

 

また首都ロンドンの広域自治体であるグレーター・ロンドン・オーソリティー（Greater 
London Authority：GLA）は、2000 年に創設されました。ロンドン全域をカバーする広域
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の地方自治体です。首長は直接選挙で選ばれます。政権の交代に応じて行政制度も変化し

ており、その中で道路制度、交通政策なども変化が生じています。 
GLA は、直接選挙で選ばれるロンドン市長（Mayor of London)と、同じく直接選挙で選

ばれる 25 人の議員からなるロンドン議会(London Assembly)、双方を補佐する事務局、さ

らには市長を補佐する市長室(Mayor’s Office)で構成されます。職員数 650 名ほどの組織で

す。その所管業務は、ロンドン全域にわたる①公共交通、②地域計画、③経済開発及び都

市開発、④環境保全、⑤警察、⑥消防及び緊急計画、⑦文化、メディア及びスポーツ、⑧

保健衛生などの分野でのロンドン全域に係る企画・調整を行うことです。また、GLA 本体

以外に、４つの実務機関（Functional Body）があり、ＧＬＡと４つの実務機関を合わせて

GLA グループともいわれます。４つの実務機関とは、首都警察局(Metropolitan Police 
Authority)、ロンドン消防・緊急時計画局 (London Fire and Emergency Planning 
Authority)、ロンドン交通局 (Transport of London)及びロンドン開発公社 (London 
Development Agency)です。なお、住民への行政サービスはロンドンの基礎自治体である

32 のロンドン区とシティが行います。 
表 １-５-5 近年のロンドン行政制度変遷 

1986 年 グレーター・ロンドン・カウンシル（Greater London Council：GLC）がサ

ッチャー政権により廃止 
32 のロンドン区とシティの計 33 団体の一層制の地方自治体で構成 

1997 年 総選挙の結果、政権に返り咲いたブレア労働党政権が選挙公約で、ロンドン

の広域行政を担当する広域自治体を復活させるとした。 
1998 年 5 月 7 日 GLC 創設に係る住民投票の実施（賛成 72％で承認） 
1999 年 11 月 11 日 「1999 年 GLC 法(Greater London Authority Act 1999)」成立 
2000 年 5 月 4 日 市長及び議会議員選挙（投票率：市長選３４％、議会議員選挙 ３１％）、市

長にケン・リビングストン氏が当選 
2000 年 7 月 3 日 GLA 発足  
2008 年 5 月 1 日 市長にボリス・ジョンソン氏が当選（投票率４５％） 

出典：財団法人自治体国際化協会ロンドン事務所「英国の地方自治 2008 年 9 月改定版」 

 
図 １-５-1 イングランドの行政構造 

出典：財団法人自治体国際化協会ロンドン事務所「英国の地方自治（概要版）2011 年改定版」 
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他方、ロンドン以外の地域においては異なる行政構成をとなっています。 
表 １-５-6 イングランド・ウェールズにおける各地方自治体の権能 

 
出典：財団法人自治体国際化協会ロンドン事務所「英国の地方自治（概要版）2011 年改定版」 

 
４地域毎に行政構成は異なりますが、人口の大半が集中するイングランドにおいては表

のようになっています。これは、1990 年以降のメージャー保守党政権は、大都市圏以外の

地域における 39カウンティと 296ディストリクトから成る二層制の地方構造をユニタリー

という一層制の地方自治体に再編していくことを目標としました。しかし、各地方自治体

の思惑や利害が絡み、作業は困難を極め、最終的には「一層制の導入を原則とする（二層

制は例外とする）」という当初の方針も「二層制の維持も選択肢として認める」へと大幅に

修正されました。その結果、47 のユニタリー・カウンシルが新設されることとなり、再編

前に 39 あったカウンティが 34 に減少し、同様に 296 あったディストリクトも 238 となり

ました。 
またイングランドの行政所掌は表のようになっています。 
また、2007 年度における英国の地方自治体の歳出総額は 1,557 億ポンドとなっており、

国を含めた全公共支出の３割弱（28.9％）を占めます。 
地方自治体の会計は、経常会計（Revenue Account）及び資本会計（Capital Account）

に大きく二分されます。このうち経常会計は、一般経常会計（General Fund Revenue 
Account）、商業会計（Trading Services Revenue Account）、住宅会計（Housing Revenue 
Account）の３つから構成されます。会計年度は日本と同様、4 月 1 日に始まり、3 月 31
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日に終わります。 
経常支出は職員の人件費や、施設維持費、サービス費などの経常的経費に関するもので、

2009 年度のイングランドにおける純経常支出について見てみると、表のとおり教育分野

37％、社会福祉分野 18％、住宅 15％及び警察 11％の分野が大きな割合を占めています。 
資本支出とは、土地の取得、道路及び建物、その他の構造物の取得、建設等に係る支出

を指し、2009 年度の歳出規模はイングランド全体で約 221 億ポンドとなっており、目的別

では教育 27％、交通 25％、住宅 19％が大きな割合を占めています。 
表 １-５-7 2005年度～2009年度 純経常支出（イングランド）／目的別内訳 

  

出典：財団法人自治体国際化協会ロンドン事務所「英国の地方自治（概要版）2011 年改定版」 

表 １-５-8 2005年度～2009年度 資本支出（イングランド）／目的別内訳 

 

出典：財団法人自治体国際化協会ロンドン事務所「英国の地方自治（概要版）2011 年改定版」 
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（２）道路を取り巻く状況 

１） 交通・輸送の現状 

（i）道路延長 
英国の主要な道路ネットワークは次のようになっています。 
道路総延長は、2011 年時点で 24 万 5 千マイル（約 39 万 2 千 km）となっており、過去

40 年で 30％増加、過去 10 年間で 0.9％増加しています。 

 

表 １-５-9 主要道路網 

出典：Highways Agency（現 Highways England） 
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（資料）英国交通省「Road Network Policy Consultation」（2011年 1月） 

図 １-５-2 道路ネットワーク構成と今後の道路システム 

出典：独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構 
「英国の道路と道路行政 ‐政権交代後の道路改革と最新施策‐」 

 

 
単位：km 高速道路 地方 A 都市部 A 地方その他 都市その他 合計 

延長 3,570 35,646 11,088 212,681 131,311 394,296 

図 １-５-3 英国道路交通量と道路延長構成比（2011 年） 

出典：英国交通省 道路交通量調査 

交通量 道路延長 
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高速道路延長は他の EU 諸国に比べて少なく、過去 10 年間の有料道路整備もあまり行わ

れていません。高速道路密度もドイツやフランスに比べて低くなっています。 
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図 １-５-4 高速道路延長（2000年と 2010年） 

出典：欧州委員会「Statistical Pocketbook 2013」より作成 
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図 １-５-5 高速道路密度（2010年） 

出典：欧州委員会 Eurostat より作成 
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（ii）車両台数と交通量 
① 自動車登録台数 

自動車登録台数は 2011 年時点で約 3,400 万台、うち貨物車は小型貨物車約 320 万台、大

型貨物車約 50 万台となっており、乗用車などが中心となっています。 
EU 内ではドイツやフランスに比べて乗用車の保有率は低くなっています。 

  

図 １-５-6 登録車台数の推移 

出典：英国交通省「Transport Statistics Great Britain: 2012」 
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図 １-５-7 1,000人あたり乗用車保有台数（2011年） 

出典：欧州委員会「Statistical Pocketbook 2013」より作成 

乗用車および小型貨物車 その他車両 
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② 交通量 

道路交通量は右肩あがりで増加しています。貨物車では、小型貨物車が著しく増加して

います。道路延長の増加は十分ではありません。 
 

 
図 １-５-8 道路距離と交通量の推移 

出典：英国交通省 道路交通量調査 
 

表 １-５-10 車種別道路交通量の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：英国交通省「Transport Statistics Great Britain: 2012」 

交通量 

道路距離 

距離あたり交通量 

乗用車  

タクシー 
オートバイ バス ライトバン 

（3.5 ﾄﾝ未満） 

貨物車 

（3.5 ﾄﾝ以上） 

全車種 自転車 

（単位：十億台キロ） 
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乗用車、バン、

タクシー

83.6%

バス

5.8%

オートバイ

0.6%

自転車

0.6%
鉄道

8.4%

航空

1.0%
（単位：人キロ）

（iii）輸送分担率 
① 旅客輸送 

人の移動に占める乗用車等の割合は 83.6％、次いで鉄道 8.4％となっています。自動車、

オートバイ、自転車を合わせた道路による移動が、90.6％を占めています。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 １-５-9 交通手段割合（2010年） 

出典：英国政府統計より作成 
 

  

図 １-５-10 旅客道路交通量の推移 

出典：英国交通省「Transport Statistics Great Britain: 2012」 
 

全輸送手段    全道路    乗用車,バン,タクシー    バス         鉄道 （単位：十億人 km） 
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道路

66.1%

鉄道

9.2%

内航海運

20.0%

パイプライン

4.8%

（トンキロベース）

② 貨物輸送 

貨物輸送については、道路が 66.1％を占め、次いで内航海運 20.0％、鉄道 9.2％となっ

ています。 
貨物交通量は内需主体でもあり、経済変動に応じてそれほど上昇していません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 １-５-11 貨物に占める輸送手段割合（2010年） 

出典：英国政府統計より作成 
 

 
図 １-５-12 国内貨物輸送量の推移 

出典：英国交通省「Transport Statistics Great Britain: 2012」 

道路         鉄道        内航海運        パイプライン 

（単位：十億トンキロ） 
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２） 道路整備及び交通インフラ投資の状況 

（i）道路建設・管理 
英国では、交通インフラ分野において多くの新たな施策を試みています。これは、今後

増加が予想される交通需要へ対処するためのものであり、また、財政制約下における経済

成長と、交通のグリーン化の進展を目的としています。 
道路に関しては、「道路運営のさらなる効率化」と「新たな整備財源の確保」の実現に向

けて 2020 年度までの主要施策を策定し、交通省と執行機関である道路庁とが役割を分担し

て、施策を実行していくことになっています。 
 
① 道路行政区分 

（a）交通省（Department for Transport） 
英国の道路施策は、交通省と道路庁が、その役割を分担しながら進めています。交通省

が担当するのは、主に全国の道路に関わる施策の企画立案や許認可等です。公式文書では、

「交通省は道路庁のスポンサーであり、かつクライアントでもある」と紹介されています。 
 
（b）道路庁（Highway Agency） 
イングランド地方の戦略的道路網を担当する道路庁は、道路の整備や維持管理を担当す

る目的で、1994 年に交通省の外庁（Executive Agency）として設立されました。職員数は

3,600 人、2013 年度の予算は 36.5 億ポンド（約 6,000 億円）、管理延長は 4,300 マイル

（6,920km）です。イングランドに７つの事務所と、全国と地方の交通管制センターがあり

ます。 
担当領域は「Framework Document」にて定義されています。イングランド地方の戦略

的道路ネットワーク(strategic road network)とされる、Motorway と A 道路（all-purpose 
trunk roads）4,300 マイル（約 7,000km）の運営、維持管理、改良（Operating, maintaining, 
improving）を担当しています。 

 
（c）地方区分 
英国では、イングランド、ウェールズ、スコットランド、北アイルランドの４つの地方

が、それぞれに担当部局を設置して道路行政業務を行っています。 
イングランド地方では、交通大臣が管轄するモーターウェイ（M 道路：Motorway）と主

要幹線道路（A クラス道路）の一部を「戦略的道路網（Strategic Road Network）」として

指定し、改良から維持管理までの実務を、交通省（Department for Transport）の外庁で

ある道路庁（Highways Agency）が担当しています。 
その他、ウェールズ、スコットランド、北アイルランドでは、それぞれ地方ごとに担当

部局が設置され、道路管理業務が行われています。 
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② 道路整備計画 

（a）交通省の道路整備目標 
交通省は、2013 年 7 月に「Action for Roads : A network for the 21st century（道路ア

クションプラン：21 世紀のための道路ネットワーク）」を発表しています。詳細は③道路ア

クションプランに記述します。 
「道路アクションプラン」では、2020 年度までの道路整備について目標が定められ、交

通関連分野全体では 730 億ポンド（約 11 兆円 ①）、うち道路分野に 280 億ポンド（約 4.2
兆円）をそれぞれ計上し、集中投資を行うことが盛り込まれました。財政的な担保に基づ

いた、2020 年度までの具体的な投資内容が策定されています。 
なお、日本の高速道路にあたる M 道路（Motorway）は、これまですべて個別法で整備

されています。日本の「高規格幹線道路ネットワーク 14,000km」のような全体計画は、こ

れまで策定されてきていません。現時点で、個別法に基づいて整備されている M 道路、も

しくは M 道路区間というものはないことからは、英国の高速道路網は、ほぼ完成されてい

るという考え方ができるのかもしれません。 
 
（b）道路庁の道路整備目標 
道路庁は、2009 年に発表した「The Highways Agency’s Strategic Plan 2010-15」で、

2015 年までの 5 年間で「The world’s leading road operator」を実現するというビジョン

を掲げており、海外の優れた事例を積極的に導入することや、ビジョンに対して実績パフ

ォーマンス評価を行うことなどへの取り組みを始めようとしています。 
 

                                                   
① 1 ポンド＝150 円で計算 
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③ 道路アクションプラン 

2013 年 7 月に 2015 年度以降の道路整備について目標を定める「道路アクションプラン

（Action for Roads : A network for the 21st century）」が交通省から発表されました。 
プランの中では、英国のインフラ投資、特に道路への投資が不可欠であるという認識や、

90 年代後半からの投資削減に対する反省の姿勢が打ち出され、道路分野について、財政的

な担保に基づく、2020 年度までの具体的な投資内容が策定されました。 
 
（a）計画策定の背景 
アクションプランの第１章では、道路の必要性や経済成長のためには道路整備が欠かせ

ないことが強調されています。特に「なぜ道路が必要なのか」について、以下の７つの視

点から説明が行われています。 
１）効率性向上 
２）革新性促進  
３）投資対象としての魅力向上 
４）競争力強化 
５）労働市場性の向上 
６）貿易強化 
７）経済活動強化、生産性向上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 １-５-13 道路と経済（道路の必要性の説明） 

出典：英国交通省「Action for Roads : A network for the 21st century」 
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（b）道路投資額 
「なぜ、道路が必要か」を、改めて明確にしようとする姿勢の裏には、数年間、道路整

備への投資が抑制されていたため、欧州の主要国と比べても国内の道路事情が相対的に弱

体化しているという事実を、国民に認識させる目的があったものと思われます。 
 
英国における道路への投資額は、1990 年代前半には年間 20 億ポンドほどでしたが、2000

年代になると最低で４億ポンドにまで削減されました。 
計画の中では、道路整備に関して、以下のように述べられています。 
“1990 年代以降、道路整備のスピードが低下した。この間、フランスやドイツにおいて

は、継続的な投資が行われた。2000 年から 2009 年の間の道路投資をみると、英国で新規に

開通した高速道路は 46マイルに過ぎないが、フランスは 850 マイル、ドイツは 680 マイル、

オランダは 225 マイルとなっている。いまや英国のインフラは多くの先進国の後塵を排し、

道路の世界ランキングでも 24番目になってしまった。この事実は、世界的な競争に勝つた

めには、道路に真剣にならなければいけないことを意味する。（中略）道路が必要十分な能

力を有し高い接続性を持つようにすることは、経済が成功を収めるための寛容な要素だ。

今後も道路が経済成長を支援し、成長を未来に残し続けるために、道路への『重要な挑戦』

に勝ち続けなければならない” 

表 １-５-11 フランス・ドイツとの交通状況比較 

 
 
 
 
 
 

出典：英国交通省「Action for Roads : A network for the 21st century」 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-５-14 交通状況国際比較 

出典：英国交通省「Action for Roads : A network for the 21st century」 
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なお、2000 年代に英国の道路投資額が大幅に低くなった理由のひとつに、2004 年 7 月

の「The Future of Transport」の中で謳われた、交通改革基金（Transport Innovation Fund）
の設立があると思われます。 
交通改革基金は、地方当局が革新的な交通戦略を開発し実施するインセンティブを与え

ることを主な目的としており、需要管理政策とモード転換、たとえばバス･サービスの改善

等、革新的な域内交通パッケージの費用支援を行ってきました。原資はイングランド地方

への政府予算であり、道路投資の予算とは、別途配賦されるかたちを取っていました。イ

ングランド地方のみを対象としており、スコットランド、ウェールズ、北アイルランドの

各地方には適用されていませんでした。 
プロジェクトのタイプによって、「Congestion TIF」と「Productivity TIF」の２つのフ

ァンドが用意されていました。「Congestion TIF」は地方政府による独自のスキームのもと

での入札プロジェクトを対象とし、「Productivity TIF」は交通改革基金自身が、国家政策

にもとづきスキームを形成するプロジェクトを対象としていました。 
ファンドサイズは、下記の表のとおりであり 2008 年度 480 億円、2014 年度には 4,230

億円となっていました。なお、2011 年度からは「The Urban Challenge Fund」へと変更

されています。 
表 １-５-12 交通改革基金ファンドサイズ 

年度 08/09 09/10 10/11 11/12 12/13 13/14 14/15 

（100 万ポンド） £290m £600m £930m £1300m £1680m £2100m £2550m 
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（c）交通予測 
将来予測では、人口増や経済成長に伴い、戦略的道路網における交通量は 2040 年の時点

で、最低でも 24％増加すると見込まれています。そのため、現状のままでは 15％の区間で

通常時から渋滞が発生し、さらに渋滞が悪化する可能性があることも明示されています。

この結果、渋滞により車による移動時間の４分の１が影響をうけると予想されています。

アクションプランでは、これを渋滞損失時間（年間一人当たり 70 時間）や労働時間が影響

を受けることによる経済損失（年間１億ポンド）、物流コストの上昇額（140 億ポンド）と

しています。こうして定量化することで、道路整備の意義を強調し、道路投資を強く後押

ししています。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 １-５-15 2040年時点の渋滞損失の状況予測 

出典：英国交通省「Action for Roads : A network for the 21st century」 

表 １-５-13 2000年～2012 年の交通量変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：英国交通省「Action for Roads : A network for the 21st century」 
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（左）2010 年時点         （右）2040年時点の予測 

図 １-５-16 混雑状況 

出典：英国交通省「Action for Roads : A network for the 21st century」 
 

（d）予算概要 
アクションプランは、2015 年度から 2020 年度までの 6 年間を対象としており、その予

算規模は総額 280 億ポンド(4.2 兆円)②とされています。これは、本計画の前に発表された

財務省の「Investing for future」において担保されている数字です。 
 

（e）主要対策 
（ア）戦略的道路網（道路庁管理）関連 

戦略的道路網に関しては、過去最大規模のグレードアップを行うことが謳われ

ており、2020 年度までに、道路拡幅に対する事業費を現在の水準の３倍にするな

ど、投資的費用の予算として 151 億ポンド（約 2.3 兆円）を投入するとされてい

ます。 
交通量が多く、渋滞の著しい高速道路を221車線マイル以上拡幅するとともに、

費用対効果と事業実施可能性の高い 52の新規プロジェクトを実施することが計画

されています。 
「ホットスポット」と呼ばれる渋滞ポイント５ヶ所に関しては、フィージビリ

                                                   
② 対象期間の、国・地方を併せた道路全体への投資額 
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ティスタディを行い、部分改良などの渋滞対策に取り組むことになっています。

インターチェンジの小規模改良など、ピンポイントの対策も進められます。 
A クラス道路に関しては、「高速で移動できる道路」を目指し、最も重要度の高

い A クラス道路を M 道路基準へとグレードアップするとされています。機能強化

策として、M 道路の基準に準ずる形で、制限速度を上げるための整備が行われて

います。同一路線上に、機能が不均一な箇所もあり、こうした「まだらの状況」

を解消するための対策として、中央分離帯の設置等が行われ、安全性や時間信頼

性のパフォーマンスを高める工夫がなされています。 
その他、戦略的道路網については管理を充実させることも計画されています。

そのための予算として 120 億ポンド（約 1.8 兆円）が投資される計画です。特に、

車線延長ベースでネットワーク全体の８割の路面を再舗装することが決定されて

おり、このための予算は 60 億ポンド（約 0.9 兆円）用意されています。 
最混雑区間については、新たに改良された「管理型高速道路（Managed 

Motorways）」の全国展開を図ることにしています。管理型高速道路とは、ICT（情

報通信技術）を活用し、交通量に応じて、規制速度提言、信号機を利用したラン

プメータリングによる流入規制、路肩の開放など交通状況を最適化する取り組み

です。2005 年から 2013 年６月までに４区間、38 マイルで導入されており、現在

50 マイルで事業中です。2014 年以降は、路肩を第一走行車線化し、全車線を 24
時間交通管理する「オールレーンランニング」をスタートさせ、M１や M6 など、

最も交通量が多い路線に 100 車線マイル以上導入される予定です。 

 
図 １-５-17 戦略的道路網の状況 

出典：英国交通省「Action for Roads : A network for the 21st century」 
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図 １-５-18 戦略的道路網 

出典：英国交通省「Action for Roads : A network for the 21st century」 
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図 １-５-19 戦略的道路網における投資計画 

出典：英国交通省「Action for Roads : A network for the 21st century」 
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（イ）環境対策の実施 
排出ガス量の低い自動車の普及促進策として、これまで新車購入の際、4 億ポン

ド（約 600 億円）が補助されてきましたが、2020 年までに、さらに 5 億ポンド（750
億円）の補助が実施されることになっています。 

また、環境改善に向けて、最新の低炭素技術の採用が促進されます。自転車に

関しては、通行が危険とされている戦略的道路網上の 20 ヶ所について、安全性確

保のための対策が実施されます。 
（ウ）地方道路の支援 

地方自治体の道路担当部局（道路管理者）に対しては 60 億ポンド（9 千億円）

を補助し、地方道路の維持管理に投資することになりました。また、地方の経済

成長を支援するため、地方の道路ネットワーク上の渋滞ポイント対策が行われま

す。2015 年までに 1.9 億ポンド（285 億円）を政府が支出し、地方と合わせ３億

ポンド（450 億円）の予算が確保されます。 
こうした地方の渋滞対策事業は、車やバス交通だけでなく、自転車や歩行者の

利用改善が目的とされます。渋滞ポイントは 72 ヶ所の計画があり、改良や橋梁な

どの対策が実施されます。また、維持管理に関しては、ベストプラクティスの共

有化を図り、地方自治体がより質の高い管理や工事の合理化ができるよう支援す

ることになっています。 
 
（f）道路アクションプランの方向性 
以上のように、道路アクションプランでは、大規模な道路の改良・更新、情報通信技術

を活用した新たな高速道路の交通管理を含め、大胆な投資を行うことが表明されています。 
道路は、英国の経済成長に欠かせない、最も重要なインフラ投資として位置づけられて

おり、国際競争に打ち勝ち、国内の雇用を創出していくために効率的・効果的な道路資産

の構築が必要であるという姿勢が示されています。 
 
なお、道路整備財源については、英国も同様に将来的な財源不足が見込まれており、「利

用者負担」をふまえた新規の有料道路プロジェクトが進行中です。2014 年 4 月からは重量

貨物車に対する対距離課金が始まる予定とされています。 
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（ii）税収構成 
自動車関連税収は、燃料税と自動車税（Vehicle Excise Duty：エンジン排気量、燃料種

類、CO2 排出量などに応じて増減）は増加してきました。 
2011 年時点では、燃料税収は 268 億ポンド、自動車税は 59 億ポンド、合計 327 億ポン

ドとなっています。 

 
図 １-５-20 自動車関連税収 

出典：英国交通省「Transport Statistics Great Britain: 2012」 
表 １-５-14 車種別自動車税収構成 

 

出典：英国交通省「Transport Statistics Great Britain: 2012」 
表 １-５-15 英国における道路関係課税収入 

道路利用者からの徴収税種 年負担額 
（単位：十億ポンド） 

燃料税 26.9 
付加価値税（燃料） 9.9 
自動車税（VED） 6.0 
付加価値税（自動車購入時） 8.5 
社有車税 3.7 
保険関連特別税 2.9 

合計 58.0 
出典：英国道路利用者協会（2012 年） 

燃料税 

自動車税 

（百万ポンド） 

（百万ポンド） 

乗用車と小型貨物車 
オートバイ、スクーター、モペッド 
バス 
貨物車 
その他 
 
全車 

 
台数（千台）    自動車税 
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（iii）交通インフラ投資 
① 交通インフラ投資の現況 

交通関係事業費などは、2011 年／2012 年会計において総額 202 億ポンド（約 3 兆 2,500
億円 ③）となっています。内訳は、国道関連 31 億ポンド（約 5,000 億円）、地方関連 49 億

ポンド（約 7,900 億円）などとなっています。 

 
図 １-５-21 交通関係事業費の内訳 

出典：英国交通省「Transport Statistics Great Britain: 2012」 
 

表 １-５-16 交通関係事業費の推移 

 

出典：英国交通省「Transport Statistics Great Britain: 2012」 
 

                                                   
③ 1 ポンド＝161 円で計算 

国道 
  資本予算 
  流動予算 
 
地方道     
  資本予算 
  流動予算 
 
地方公共交通  
  資本予算 
  流動予算 
 
鉄道      
  資本予算 
  流動予算 
 
その他     
  資本予算 
  流動予算 

国道 

地方道 

地方公共交通 

鉄道 

その他 

単位：百万ポンド 

合計 
  資本予算 
  流動予算 
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過去 10 年程度の国の交通関係投資では、鉄道への投資が大きく、道路については半分か

ら３分の１程度となっています。このような中、自動車利用者の税負担に対して国による

交通投資が十分でない、とユーザー団体から指摘されています。 

 

図 １-５-22 交通関係と投資の推移 

出典：英国道路利用者協会（2012 年） 

 

図 １-５-23 道路関係税負担と道路交通支出との関係（2011-2012） 

出典：英国道路利用者協会（2012 年） 
表 １-５-17 交通関係投資の推移 

 
 
 
 
 
 

出典：Taxes and charges on road users Sixth Report of Session 2008–09 

道路関係投資（国道） 
 

鉄道関係投資 
 

総税収 道路利用者による

経済波及効果 
 

道路関係政府支出 
 

（百万ポンド） 

 

（十億ポンド） 

 



参１-５-27 

② 道路投資の変遷 

（a）財政削減下の投資削減 
2010 年 5 月に誕生したキャメロン連立政権は、リーマンショック以降の経済状況の悪化

と構造的な財政赤字をふまえて、財政縮減政策を実施してきました。インフラ投資に関し

ても例外ではなく、大幅な削減政策が敷かれてきました。 
2010 年 10 月の歳出見直し（Spending Review 2010）において、各省庁の歳出枠を削減

することを決定し、2011 年度から 2014 年度までの歳出枠は 2010 年度と比べ平均 19％削

減することになりました。交通省関連予算に対しても大変厳しい結果となり、全体で 15％、

経常的費用は 21％、資本的費用については 11％の削減が決定され、道路分野については、

主要幹線道路に関する事業７つが中止とされました。 
 
（b）道路整備財源確保の検討 
当時、厳しい財政制約の下で今後大幅に増加する交通需要に対処するために、新たな整

備財源として「利用者課金」と「自動車税の改正」が検討されていました。 
 
（ア）利用者課金による財源確保の検討 

「利用者課金」については、過去において全国道路課金の導入を試みて失敗し

たことを踏まえ、課金は新たなキャパシティを対象に行い、「既存道路には課金は

行わない」ことを前提としており、まず、A14 道路改良事業を先行して検討する

とされていました。 
さらに、全国の事業への拡大を視野に入れた「全国道路システムの新たな所有

権や資金調達に関するフィージビリティスタディ」を2012年秋までに行うことが、

2012 年 3 月に首相から交通省及び財務省に対して指示されていました。 
 
（イ）自動車税改正による財源確保の検討 

英国の「自動車税」（VED：Vehicle Excise Duty）は、CO2 排出量を基準に税

率が定められています。したがって、自動車の燃費性能の改善に伴い、その税収

は今後大幅に減少することが見込まれています。英国財務省は、これをカバーす

るための自動車税の改正検討を進め、有力案として、幹線道路の利用者は高税率

とし、生活道路のみの利用者は低税率とする「２層の税」も検討されました。ま

た、この税による税収を、民間資金を活用した道路整備の返済資金に充てること

も検討の範囲とされました。 
しかしながら、幹線道路の利用の有無を監視するためには、多大なコストがか

かることや、現在、自動車関連税収のうち道路に使われているのは４分の１程度

であるにもかかわらず、整備財源確保のために税により新たな負担を強いること

は、本末転倒なのではないかとの指摘も行われました。結局 2013 年予算では、自
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動車税の大規模な構造改革を今議会中に行う予定はないと記述され、燃料価格の

高騰により、検討俎上にのぼっていた燃料税の値上げも中止が発表されました。 
 

（c）積極的投資への転換 
こうした状況を大きく変えたのが 2013年 6月に財務省から公表された「歳出見直し 2013 

(Spending Round 2013)」です。「Spending Round 2013」では、2010 年から続けられてき

た歳出削減が一定の効果をあげ、財政再建により経済が成長軌道にのったことをふまえて、

さらなる経済成長のために選択と集中を進める方針が明らかにされました。次の総選挙が

行われる 2015 年度までの予算が策定され、持ち直し傾向にある経済状況を反映して、財政

均衡の軸を保ちつつ、インフラ投資に関しては積極的に推進していく姿勢が打ち出されま

した。 
経常的費用は 2.6％削減（対前年度比）、資本的費用は 1.3％の微増という全体計画の中で、

交通省関連の予算は、経常的費用は 35 億ポンドから 32 億ポンドへと 9.3％削減されるもの

の資本的費用は 89 億ポンドから 95 億ポンドへと 5.5％増加（同）されました。 
国道、地方道、およびロンドン市内交通と高速鉄道「High Speed2」については、政府が

長期投資計画を策定することが発表されました。なお、経常的費用の削減は、ロンドン市

内交通と鉄道関連予算の削減を続けることでまかなうとされています。 
 
また同時期に財務省により発表された「英国の将来へのインフラ投資(Investing in 

Britain’s future)」では、英国が競争力を増し、強い経済を確立するためには、インフラ整

備が欠かせないとされ、道路や鉄道について 2015 年度以降積極的な投資を行うことが明示

され、財政的なバックアップが明確にされました。 
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③ 道路への投資計画（Investing in Britain’s future） 

（a）インフラ投資計画 
2013 年 6 月に財務省から発表された「Investing in Britain’s future」では、財政縮減政

策のもとでも、インフラ投資については長期的ビジョンを持ち、特に道路や鉄道について、

積極的に投資を行っていく姿勢が明らかにされました。 
表 １-５-18 政府長期投資計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：HM Treasury（英国財務省） 
 
計画は総額 1,000 億ポンドに及び、道路の改修・保全や鉄道インフラの改善等を柱とし

ています。 
表 １-５-19 主な投資内容と金額 

出典：財務省／BBC 
 
 
 



参１-５-30 

（b）道路への積極姿勢の明示 
「Investing in Britain’s future」の中で、道路ネットワークは「英国経済の基本」と位

置づけられています。 
道路の維持管理や改良といった項目が、過去において、ともすれば近視眼的な財政計画

の最たるターゲットとなり、交通量が増え、渋滞がひどくなっているにもかかわらず、道

路への投資額は減らされてきたことが省みられました。政府が道路に対する姿勢を「歴史

的に」シフトし、1970 年代以来最大規模のプログラムを用意すること、また財務省もそれ

をコミットすることが明示されました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-５-24 戦略的道路網への政府投資額の推移 

出典：HM Treasury（英国財務省） 
 
2020 年度までに、100 億ポンドが予定されている維持管理費に加えて、主要道路の拡張

に力をいれ、既存ネットワーク道路の更新プログラムを策定することになっています。予

算は全体で 280 億ポンド（4.2 兆円）が予定されています。100 億ポンドは老朽化した道路

の修復に投じ、渋滞が激しい道路への車線追加等を行う予定が発表されました。また、イ

ングランド東部ケンブリッジシャー州の高速道路A14号線の一部区間拡張計画には15億ポ

ンドを投じ、さらに整備資金確保のために通行料を徴収する計画も明らかにされました ④。 
鉄道インフラ関連には 300 億ポンドが充てられ、ロンドンと７都市を結ぶ高速鉄道「ハ

イスピード２（HS2）」敷設計画の予算は 420 億ポンド超に増額されることになりました。

その他、駅舎の改修や鉄道の電化などが計画に含まれています。 

                                                   
④ A14 の有料化計画は、利用者の反対の声が大きかったことなどを考慮して、2013 年 12 月に正式に有料

化取り止めが発表されている。参１-５-41 ページ参照。 
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なお、これ以前に発表された 2015/2016 年度の予算総額では、115 億ポンドの歳出削減

が明らかにされていました。 
 
（c）プログラム概要 
280 億ポンドの予算が予定されているのは、下記の分野です。 
（ア）motorways の渋滞がひどい箇所について、走行レーンを追加 

・ 221 マイルを予定 
・ 新技術を駆使し路肩レーンを構築 

（イ）道路庁の現プロジェクトの実現 
・ 特に渋滞がひどい箇所を優先 
・ A14 ケンブリッジ－ハンティングトン区間 
・ M4 ロンドン－リーディング区間 

（ウ）対応が必要な箇所の認識ならびに財源問題の解決 
・ フィージビリティスタディの実施 
・ A303 南西ルート、A27 南ルート、A1 ニューキャッスル北ルート、A1 バイパ

ス等 
・ シェフィールド－マンチェスター間のリンク強化 

（エ）道路庁管轄化のネットワーク（高速道路以外）の高規格化 
・ 複線化 
・ 高規格化 

（オ）国道および各地方道の改良 
・ 全予算 100 億ポンド 
・ うち、各地方政府による地方道の改良に 60 億ポンド 
・ 道路庁による改良に 40 億ポンド 

（カ）道路庁の改革 
・ 民営化 
・ クックレビュー⑤に基づく改革 
・ これにより 2020 年度までに６億ポンドのコスト削減を実現 

 

                                                   
⑤ 2011 年 11 月に発表された、政府が指名したアラン・クック氏による提言。英国道路庁は、効率化のた

めの外圧に晒されておらず非効率であるとの指摘のもと、交通省と道路庁は「新たにビジネスライクな

関係」を構築すべきであるとの道路庁の運営に関する重要な提言がなされた。 
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３） 英国の道路事業 

（i）有料道路事業の概要 
英国の道路は、高速道路を含み基本的に無料ですが、一部に有料の長大橋やトンネルが

あります。有料道路には、法令上「有料道路事業」と「混雑課金の有料道路」があり、有

料道路事業は根拠となる法令および事業主体により 4 種類に分類されています。 
 

表 １-５-20 イングランドの有料道路事業 

種別 根拠となる法令 事業主体 箇所数 備考 
有料道路事業 個 別 法 ま た は

「1991 年新道路

及び街路事業法」 

政府（道路庁） 2 セヴァン横断道路、M6Toll 
地方自治体 5 イングランド： 

マーゼイトンネル・タイン

トンネル、ハンバー橋、タ

マー橋、イチェン橋 
ウェールズ： 
クレドー橋 

民間 8 （個別法に基づく公道法

上の民間有料道路） 
（非法定） 民間 多数 （私有地の民間有料道路） 

混雑課金の有

料道路 
「 2000 年交通

法」 
政府（道路庁） 1 ダートフォード横断道路 

出典：独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構 
 

（ii）PFI による道路事業 
英国は、世界的に PPP を先進的に主導してきた国として知られています。その起源は

1979 年の保守党サッチャー政権発足以降、「小さな政府」の実現を目指して、幅広い分野で

民間開放（民営化、エージェンシー化）を推進したことにあるとされています。続くメー

ジャー政権においても市場原理の導入が積極的に行なわれ、この中で 1992 年、官が民間の

資金やノウハウを活用しながら質の高いサービスを効率的に提供することを目指す手法と

して、PFI 手法が導入されました。ブレア政権においては、公共サービスの効率性と共に質

の向上の実現を目指す政策が推進され、その実行手段として PPP が重視されるなか、施設

の所有権を移転せず、民間事業者にインフラの事業運営に関する権利を長期間にわたって

付与する方式であるコンセッション方式が生まれ、活用されています。 
英国には、PPP/PFI 及びコンセッションについての固有の法制度はありません。凡例に

基づいた運用や、契約の一手段としての規定があるだけであり、各案件は個別の契約ごと

に対応されています。また、法制度がないことから、対象となる公共施設についても明確
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な規定はありません。実際に適用されている分野を見ると有料道路、空港、鉄道、バス等

の分野があります。 
 
イングランドの高速道路及び幹線道路における PFI には、有料区間における PFI と無料

区間における PFI があります。無料区間における PFI はシャドウトールという形をとり、

政府が PFI 事業者に通行台数に応じた通行料を支払うことで成立しています。一方、有料

区間の PFI としては M6Toll が知られています。 
 

（iii）有料道路 
イングランドの高速道路及び幹線道路における有料道路は、有料道路事業であるセヴァ

ン横断道路と M6Toll、これにダートフォード横断道路の計 3 箇所です。ダートフォード横

断道路は「有料道路事業」とされていましたが、償還終了後も 2000 年交通法に基づき混雑

料金として課金が継続されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 １-５-25 イングランド幹線道路の PFIと DBFO 

出典：独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構「英国の道路と道路行政」 
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（iv）無料区間道路の一部における PFI 事業 
高速道路及び幹線道路のほとんどを占める無料区間においてもいくつかの区間では PFI

が実施されており、DBFO（デザイン・ビルド・ファイナンス・オペレーション）と称され

ています。大規模改良工事とその後の 25 年間の維持管理業務をあわせた業務、及びこれに

必要な資金調達を一括して民間企業に請け負わせ、道路庁側はその間一定の額を請負った

企業に支払うという方式を採用しています。英国道路庁の DBFO は PFI の一種であり、「イ

ングランドの無料区間道路に適用される PFI」という位置づけです。将来の道路有料化を想

定した試行的プロジェクトとして導入されているといわれています。 
道路庁側からは毎年「シャドウトール（shadow toll＝影の料金）」が支払われます。有料

区間道路の場合、有料区間運営会社は通行車両から直接通行料金を徴収しますが、シャド

ウトールの場合は、運営会社の収入は国の税金を財源として支払われます。つまり国の運

営会社に対する割賦金というわけです。 
DBFO はメージャー政権時代の 1996 年に最初の 8 区間の契約が成立しました。当初、こ

の 8 区間を含め計 21 区間を整備する計画でしたが、1997 年の労働党への政権交代により

計画が見直され、供用中の DBFO 区間は、2009 年に契約された M25 を含めて 11 区間で

す。なお延長は合計で約 1,000km です。 
表 １-５-21 イングランドの幹線道路の PFIと DBFO事業者等 

 
出典：独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構「英国の道路と道路行政」 

 

図 １-５-26 道路庁 DBFOと一般的な PFI運営の流れ 

出典：独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構「英国の道路と道路行政」 



参１-５-35 

（v）有料区間道路における PFI 事業（M6 Toll） 
M6Toll は、英国の道路分野における独立採算制型 PFI の代表例であり、英国唯一の有料

道路です（有料の橋梁、トンネルを除く）。この道路は、無料で提供されている既存の M6
高速道路の混雑解消のために、M6 をバイパスする形で建設されたものです。 

民間投資による独立採算制が採用され、建設・運営を担当するミッドランド高速道路会

社が道路庁とのあいだで 2054 年までの 53 年間のコンセッションを締結しています。料金

徴収期間は 50 年であり、建設費は約 9 億ポンド（約 1,350 億円）です。 
M6Toll は渋滞を解消し、環境や経済への影響を抑制する目的で整備され、2003 年 12 月

に開通しました。公共予算を使わずに 100%民間投資で道路整備が実現されたことは評価さ

れていますが、供用から 10 年が経った今も交通量が伸び悩み、毎年損失を計上していると

ころに課題があるとされています。なお、債務返済計画に対する実績対比など全容は情報

開示されていません。2011 年期の決算では、約 4,200 万ポンド（約 63 億円）の損失が発

生しており、これは年間の収入の約 5,600 万ポンド（約 84 億円）に匹敵する規模となって

います。当該コンセッションでは、高速道路会社が自由に料金を設定できるため、数度に

わたって通行料金が値上げされています。 
当初は１日 10 万台の交通量を見込んでいましたが、2013 年夏の時点で交通量は、無料

通行（一ヶ月実験）のトラックも含めて、１日約 4 万 5000 台に過ぎないといった状況です。

特に乗用車の交通量はほぼ当初の需要見込み通りですが、トラック交通量は当初の需要見

込みをはるかに下回っているとのことです ⑥。また、交通量は連続して微減傾向にあり、

2010 年 6 月期の交通量は 2004 年 12 月期の約 75%でした ⑦。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 １-５-27 M6 Toll位置図 

出典：M6Toll <https://www.m6toll.co.uk/> 

                                                   
⑥ 2007 年時点。米国交通省レポートによる。 
⑦ マッコーリー社（空港や道路などインフラに投資するファンドの世界最大級の豪投資銀行）資料 
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表 １-５-22 M6 Tollの概要 

開通年 2003 年 
延長 43km（27 マイル） 
車線数 片側 3 車線 
料金（普通車） 平日昼間 5.3 ポンド（約 800 円） 

※１ポンド＝150 円 
料金水準 約 3.7 円/km 
運営会社 ミッドランド・エクスプレスウェイ（Midland Expressway） 

所在地：T5（5 番インター付近） 
社員数：約 140 名 

支払方法 現金、各種カード、プリペイドの「タグ」による無線通信 
出典：内閣府 

 
表 １-５-23 M6 Toll料金の値上げの変遷 

 
 

2004 年 
8 月～ 

2005 年 
6 月～ 

2008 年 
1 月～ 

2009 年 
1 月～ 

2010 年 
3 月～ 

2013 年 
現在 

クラス 1 
（バイクなど） ￡2.00 ￡2.50 ￡2.50 ￡2.70 ￡2.70 ￡3.00 

クラス 2 
（乗用車） ￡3.00 ￡3.50 ￡4.50 ￡4.70 ￡5.00 ￡5.30 

クラス 3 
（乗用車、牽引車） － ￡7.00 ￡8.00 ￡8.40 ￡9.00 ￡9.60 

クラス 4 
（バン、バス） ￡6.00 ￡7.00 ￡9.00 ￡9.40 ￡10.00 ￡10.60 

クラス 5 
（貨物車など） ￡6.00 ￡7.00 ￡9.00 ￡9.40 ￡10.00 ￡10.60 

出典：内閣府 
 

表 １-５-24 M6 Toll通行台数 

年月 2004 年 
12 月 

2005 年 
6 月 

2005 年 
12 月 

2006 年 
6 月 

2006 年 
12 月 

2007 年 
6 月 

通行台数（台／日） 40,941 44,089 48,457 43,572 52,876 45,119 

年月 2007 年

12 月 
2008 年 

6 月 
2008 年 
12 月 

2009 年 
6 月 

2009 年 
12 月 

2010 年 
6 月 

通行台数（台／日） 46,665 39,843 41,174 36,801 40,252 38,290 
出典：内閣府 
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表 １-５-25 M6Toll財務状況 

（単位：百万ポンド） 

年月 
2004 年 
12 月 

2005 年 
6 月 

2005 年 
12 月 

2006 年 
6 月 

2006 年 
12 月 

2007 年 
6 月 

料金収入 22.0 20.7 25.1 23.5 29.4 28.0 
その他収入 1.3 0.6 1.0 1.0 1.1 1.3 
運営費用 5.7 5.5 5.7 4.6 4.6 4.0 
運営収支（EBITDA） 17.5 15.8 20.4 19.8 26.0 25.2 

年月 
2007 年

12 月 
2008 年 

6 月 
2008 年 
12 月 

2009 年 
6 月 

2009 年 
12 月 

2010 年 
6 月 

料金収入 29.4 27.9 29.2 26.9 29.9 28.4 
その他収入 1.3 1.1 1.4 1.1 1.3 1.2 
運営費用 3.8 3.6 3.9 3.8 4.1 3.7 
運営収支（EBITDA） 26.9 25.4 26.7 24.2 27.2 25.9 
注）EBITDA＝税引前利益＋支払利息＋減価償却費 

出典：内閣府 
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（３）道路課金の状況 

１） 対距離課金制度の検討状況 

（i）対距離課金制度導入の試み（2004 年 7 月） 
2004 年 7 月、当時の交通大臣の Alistair Darling により、燃料税に替わる制度としてＧ

ＰＳを利用して、全国・全車種に対して対距離制により課金する NRP（National Road 
Pricing）の導入が発表されました。同時に、フィージビリティスタディ（実行可能性調査）

の結果が公表されました。報告書には、課金額を社会的限界費用により決定すること、混

雑度を反映して地域と時間帯で料率を変化させることといった内容が含まれていました。 
2005 年６月には、Darling 交通大臣が以下のようなスピーチを披露しています。 
 
１） 対距離課金制度への移行については、劇的な変化が予想されることから、まず政治的

にコンセンサスを取り、検討する必要がある。 
２） 地球温暖化対策については政府の優先課題である ⑧ため、道路課金制度を検討する際

にも、クリーンな自動車開発へのインセンティブとなるような条件付けを検討するこ

とが望ましい。 
３） フィージビリティスタディによれば、渋滞状況と走行距離に応じた課金にすべきであ

るとのことである。例えば、主要幹線道路（ロンドン環状 M25 など）の通勤時間帯の

ように、常時混雑する箇所での課金額は１マイル 1.34 ポンド、対して、郊外の道路の

通勤時間帯以外のケースは１マイルあたり２ペンスといったような試算が行われてい

る。 
４） 対距離課金のスキーム構築のために、交通改革基金を年間約 400 億円準備している。 
 
制度設計は、各種スキームの実施に必要な技術やシステムの提供について、民間事業者

と契約段階に至るまで進み、NRP により創出される利益は、2025 年の時点で年間 280 億

ポンドまでになる ⑨と試算されていました。 
当時の試算では、新たな道路課金制度は都市の交通量については、全体で 4%の減少をも

たらすにすぎないけれども、渋滞や環境費用を半減させるポテンシャルを持っているとさ

れていました。また、課金技術の進歩により、2014 年には実施可能になるであろうと予測

されていました。 
2008 年 11 月には、導入に向けた実験実施のために、数百人に及ぶボランティア運転者

が募集されました。各車両に GPS 対応装置を取り付け、各々作成された実験用口座から自

動的に料金を引き落とす仕組みが予定され、2009 年初めに、英国内の４箇所で実施される

                                                   
⑧ 2010 年までに CO2 排出量を 20％削減（1990 年との比較） 
⑨ Eddington 報告書（2006 年） 
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ことになっていました。 
 
しかしながら、首相官邸の公式ウェブサイトに 170 万人の反対意見が寄せられるなど、

世論の反対が大きかったことなどをきっかけに、この政策は 2007 年頃から大きく後退しは

じめました。また、2008 年 10 月のリーマンショックに端を発する金融危機により、国民

に新たな負担となるような政策を導入することが、困難な状況になりつつあったという背

景があります。 
NRP 導入は、結局、2009 年 6 月に交通大臣に就任した Adonis 卿により、導入中止が発

表されるに至りました。 
 
なお、重量貨物車に対する課金（Lorry Road User Charge、以下 LRUC）に関しては、

2002 年以来、対距離課金の制度設計が検討されており、2014 年４月より、本格的に導入さ

れることが決まっています。重量貨物車課金については、参１-５-42 ページで後述します。 
 

（ii） 道路利用者課金についての考え方 
2009 年 7 月には、英国議会より「Taxes and charges on road users」が発表され、以下

の点について、考え方やスタンスが明示されました。 
・ 道路利用者は税金を支払いすぎているか？ 
・ 自動車関連税収は、道路へと使用されるべきか？ 
・ 財源確保の方法には何があるか？ 
・ 道路課金の方式にはどのようなものが考えられるか？ 
 

（iii）当時のキャメロン政権のスタンス 
この後、2010 年 5 月の総選挙で、労働党ブラウン首相から、保守党のキャメロン首相へ

と政権が変更され 2010 年 7 月、総選挙以来初となる下院交通委員会の交通大臣所信演説に

おいて、全国道路課金制度についての答弁が行われました。 
“ 連立政権は、既に導入を約束した大型車課金を除き、今議会中に全国道路課金の導入 

は行わない。これは、既存の道路に対してである。しかし、我々は、道路利用に対する 

料金徴収で支援される民間投資による新たな道路の提案に対する門戸は開く。” 

（「英国下院交通委員会交通大臣所信質疑」より抜粋） 
 

この方針表明により、自動車利用者に広く負担を求める税としての全国道路課金は行わ

ず、特定の道路利用者から料金を徴収するかたちで、利用者課金を進めていく方向性が明

確に示されました。なお、方針表明において言及されている大型車課金は、主に外国籍の

大型車を対象としており、国内の大型車に追加負担を求めるものではなかったため、特段

の争点とはならず、政権樹立後に策定された政策プログラムに盛り込むことができたと言
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われています。 
ただし、この大臣答弁における「既存の道路に対する課金は行わない」とする方針表明

は、後にその解釈を巡り大きな議論となることになります。 
背景をたどると、英国ではかつて有料道路(ターンパイク)が乱立し破綻した歴史があり、

前労働党政権時代には、全国道路課金の導入を試みようとしたものの、約 200 万の署名が

寄せられ断念した経緯もあります。こうしたことから、英国においては、今もなお有料道

路に対する抵抗感が根強いとされています。さらには、経済が低迷しガソリン価格が高騰

する中、国民に新たな負担を強いる全国道路課金を導入することは、新政権にとっては、

次期選挙に向けての大きな痛手になりかねないと考えられました。前政権における課金制

度導入失敗の経験を踏まえると、「既存の道路に対する課金は行わない」との約束は、避け

ることが出来ない約束であったということができるでしょう。 
 
＜参考＞ 18 世紀のターンパイク・トラストの破綻 ⑩  

18 世紀に入ると、産業革命の進行により、道路交通は着実に増加し、使用される交通手段も

荷馬から馬車に転換していった。それに伴い英国内での長距離移動が増加してきたことにより、

多くの地域で道路を維持する費用を負担しない通過交通に対する不満が生じてきた。このため通

行者から料金を徴収するターンパイクが成立することとなった。 
料金徴収は、地方の自主性に基づいて設立された道路管理の特別行政機関（アドホック機関）

であるターンパイク・トラストに委ねられた。ターンパイク・トラストは教区道路財源に比較し

て、きわめて豊富な料金収入により道路の修繕を実施した。このような修繕によって、かつて通

行不可能であった馬車類の通行が可能になり、その利用はさらに普及していった。ターンパイク

は、最盛期の 1830 年には、約 1，100 のトラストが存在し、ほとんどの幹線道路 23,000 マイル

（32,000km）を管理するようになっていた。 
1825 年から乗り心地および速度に勝る鉄道が出現したため、地域間の長距離交通は鉄道が分

担するようになり、長距離交通を担っていたターンパイク・トラストの経営は破綻し、多くのタ

ーンパイクが未修繕のまま放置されることとなった。これにより道路管理義務を有する教区が修

繕費を負担せざるを得なくなった。このような状況により、住民の不満は鬱積し、一部地域では

暴動が発生した（1842 年のレベッカ・ライオット等）。このため、最終的には地方自治体が中

央政府の支援を受けて維持管理を引き継がざるを得なかった。 
 

                                                   
⑩独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構「高速道路機構海外調査シリーズ No.18 欧米の高速道路

政策」より抜粋 
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２） Ａ14道路の有料化 

2010 年 10 月には「歳出見直し 2010（Spending Review 2010）」が発表され、道路庁が

関係する大規模事業については、５つの新規事業が決定されたものの７事業は中止、その

他の将来事業も見直しを行うこととなりました。 
このうち A14 道路の渋滞解消のための改良事業（事業費約 1,500 億円）については、事

業自体が大規模であることから、公共予算で整備を行うことは予算的に不可能であると判

断され、「民間に事業への参画の機会を与えるアプローチ」の検討が進められることになり

ました。これが、新政権において PFI 方式を活用した有料道路の第 1 号事業となる予定で

した。 
 
“道路のプログラムには、１個別事業で 10 億ポンドを超える建設コストが見積もられて

いる「A14 道路エリングトン～フェンディトン事業」がある。（略）しかし、現在のスキー

ムは、如何に合理的な将来の資金シナリオの下でも、単純に経済的ではない。それ故に交

通省は、現在のスキームを取り下げる。（略）コスト効果的で実用可能な、利益をもたらし

渋滞を緩和する提案の検討に着手する。このアプローチはまた、交通幹線における既存の

問題に取り組むために、民間に事業への参画機会を与えるものとする。” 

           （「交通関係歳出見直し 2010」より抜粋） 
 

A14 改良プロジェクトの総費用のうち 2 割を有料化収入により賄う予定でしたが、2013
年 12 月時点で、利用者の反対等により、有料化計画の中止が発表されました。 

A14 有料化事業については、有料化が適切かどうか、パブリックコメント等のコンサル

テーションが続けられていました。A14 には代替ルートがなく、有料化を行えば、自動車

関連税の負担に加えて二重の負担になることなどが指摘されました。こうした利用者等に

よる強い反対を受けて、A14 プロジェクトについては有料化を行わずに事業を続けること

が決断されました。中止により、財務省には新たに 15 億ポンドの財源確保を行う必要が発

生しています。 
このように、英国においては、パブリックコメント等コンサルテーションの実施により、

日々道路を利用する地元住民や運送会社等の意見を注意深く聞くという仕組みが出来上が

っているように見受けられます。 
英国の自動車利用者は、年間 460 億ポンドの自動車関連税を支払っているにもかかわら

ず、道路投資にあてられているのは、そのうちの 25％程度に過ぎません。課金制度導入を

問うコンサルテーションにおいても、この点が常に指摘されています。A14 以外にも、今

後全国で同様の課金制度導入の計画がありますが、英国における制度導入は、かなり困難

なものと考えることができるでしょう。 
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３） 重量貨物車への課金 

2012年9月には重量貨物車に対し、道路使用料を課すという方針が発表されました。1994
年に英仏海峡トンネルが開通し、ユーロスターによって英国と大陸とが陸路で結ばれ車両

の行き来も可能となりました。この結果、道路課金制度を取り入れている EU 各国の道路

を英国の車両が走行する際には道路使用料を課されるのに、各国の車両は、英国の道路を

無料で走行することができるという状況が生まれました。重量貨物車課金は、その不公平

感をぬぐうための対応であるといわれています。 
 

（i）重量貨物車課金制度の検討（2002 年～） 
重量貨物車に対する課金（Lorry Road User Charge、以下 LRUC）に関しては、2002

年以来、対距離課金の制度設計が検討されてきました。LRUC の目的は、貨物輸送業者に

道路インフラ費用を公平かつ平等に負担させることにありました。対象となる車両は、英

国の道路を走行する総重量 12 トン以上の全ての重量貨物車とされ、課金の額は、重量貨物

車の大きさと重量、自動車専用道路とそれ以外の道路、走行する時間帯により異なる金額

となるように計画されていました。 
 

（ii）課金検討の状況 
課金制度による収入は年間 2,000 万ポンドと見積もられており、実現すれば、公平な競

争の場を生み出し、英国の競争力を向上するとともに、成長を促すことが期待されていま

す。 
英国政府は、2012 年 1 月にコンサルテーションレポートを、10 月には草案を提出し、早

い段階で施行にいたる計画でしたが、2014 年 1 月時点では、いまだ実現していません。現

時点では 2014 年 4 月からの導入に向けて、準備が進められているとのことです ⑪。 
なお、2012 年 10 月には「Tax Information and Impact Note for Heavy Goods Vehicle 

charging proposals」も発表され、重量貨物車課金を導入した場合に、どのような影響が及

ぶかというパブリックコメントの内容が明らかにされています。 
なお、英国自動車協会（AA）からは、同制度に対し、高速道路の有料化につながること

への懸念が表明されています。 
 

（iii）制度の内容 
課金額は車両の大きさによって異なり、最高年間 1,000 ポンド程度が予定されており、

英国内の重量貨物車も同様に支払いますが、支払った道路使用料と同額が車両税から差し

引きされ相殺されます。 
 

                                                   
⑪ 重量貨物車課金（The heavy goods vehicle road user levy）は 2014 年 4 月より導入されている。 
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① 対象道路・対象車両 

重量貨物車課金制度が対象とするのは、英国内の全道路であり、英国籍・他国籍とも 12
トン以上の重量貨物車に適用されます。導入の影響が及ぶ対象者には、以下の 3 者が挙げ

られています。 
１）英国内の重量貨物車利用者。12 トン以上 
２）外国籍の重量貨物車利用者。12 トン以上 
３）スーパーマーケットや製造業など、重量貨物車への依存度の高いビジネス 
  （ポテンシャルがある） 

 
しかしながら、英国の場合、他国から入国してくる車両自体少なく、ドイツやフランス

と比較すると、対象となる車両数は格段に少ないのではないかと考えられます。 
 
② 予定されている制度の内容 

英国内の道路ネットワークを利用する重量貨物車は、国内・国外の車両籍を問わず、道

路利用税を支払うことになります。 
料金は時間ベースであり、最も重量の重い車両の場合、１年間で 1,000 ポンド、１日単

位だと 10 ポンドが予定されています。英国内の車両には年単位もしくは半年単位での許可

証が用意されており、自動車税（Vehicle Excise Duty）を支払うときに、許可証の購入が

求められます。なお、許可証の期間（年もしくは半年）は、自動車税の支払い期間と同じ

期間が適用されます。外国籍車両は、必要に応じて日、週、月、年の単位で許可証を購入

することができます。 
予定されている料金体系は下記のとおりです。トレーラーを牽引する車には、別の料金

体系が適用され、30％ほど高い料金が予定されています。 
表 １-５-26 料金体系（予定） 

 
 
 
 
 
 
 

出典：英国政府 
英国内の運送業者に対しては 2014 年 4 月から制度が導入される予定です。外国籍の車両

についても同時期の導入が予定されていますが、場合によっては制度導入による調達プロ

セスへの影響を見極めてからとされています。 
料金を支払わないケースに対しては、罰金が課されます。 
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政府は同時にこの重量貨物車に対する新たな課金をオフセットするような方法について

検討を行っています。手法としては、道路利用者が現在支払っている税金を引き下げるこ

と、もしくは現在支払っている通行料金を引き下げること、その他、適宜な対策費を拠出

することなどが検討されています。 
概算では、制度が導入されても、英国内の 12 トン以上の重量貨物車の 98％は、わずか年

間 50 ポンドくらいの支出増となるだけであるとされています。残り２％についても損失を

最小にする方向で検討されています。自動車税の最小レートに関しては、EU 規則が定めら

れており、100％補償されるような仕組みは許されません。 
なお重量貨物車課金制度は、1999 年の EU ビニエット指令の内容に準拠する方向で計画

されています。 
 

（iv）重量貨物車課金制度導入の目的 
政府は、重量貨物車を対象とした課金制度の導入の目的は、国内の重量貨物車利用者に

対し、公平な機会をもたらすこととしています。 
現時点で、英国の重量貨物車が他の EU 諸国を走行する場合、料金の支払いもしくはビ

ニエットの購入が義務付けられているにもかかわらず、他国籍の車両が英国内の道路を走

行する場合には、課金されていないという不公平を是正することが目的です。 
 

（v）重量貨物車課金制度導入の背景 
既に他の主要な EU 諸国において重量貨物車課金が始められていたこともあり、英国の

運送業界は、重量貨物車課金の仕組みについて、ここ数年ロビー活動を続けてきました。 
2010年 5月には、「We will work towards the introduction of a new system of HGV road 

user charging to ensure a fairer arrangement for UK haulers」という協調の合意声明が

発表されました。 
2010 年 10 月の「National Infrastructure Plan」の中で、「環境にやさしく、温室効果ガ

スを減らし、しかも競争力のある交通経済を成立させるために、政府は・・・（中略）貨物

車を対象とした利用者課金制度を導入する」と発表された内容を受けたものでした。 
また、それに対応して、重量貨物車課金は交通省の事業計画にも取り込まれ、2010 年 11

月と 2011 年 5 月において、優先順位の４番目に「英国内の重量貨物車利用者のために、公

平な仕組みづくりとしての重量貨物車課金制度の導入」と明記されています。 
 



参１-５-45 

４） ロンドンの混雑課金 

（i）概要 
ロンドン市のコードン課金は、2003 年 2 月にはじまっており、2003 年度より本格導入

されています。ロンドン中心部の定められたエリア内に進入する車両に対し、月曜から金

曜の午前 7 時から午後 6 時 30 分の間に通行した場合、全車種一律に 1 日 5 ポンド（約 1,000
円。のち 2005 年 7 月に一台当り 8 ポンド（約 1,208 円）に値上げ済み）が課せられます。 

支払いはプリペイドまたは当日に電話、郵便、インターネット、小売店、またはサービ

スステーションで支払うかたちがとられています。中心部への進入ポイントにカメラが設

置されており、中心部に進入するすべての車両のプレート番号を記録します。記録された

プレート番号と支払いを行った車両のプレート番号が照合され、支払いを行ったどうか確

認される仕組みです。 
料金支払いがされなかった場合には 100 ポンド（約 15,100 円）の罰金が課されます。支

払いが 14 日以内に行われた場合には 50 ポンド（約 7,550 円）に軽減され、28 日以内に支

払われなかった場合には 175 ポンド（約 26,425 円）に増額されます。 
二輪車、タクシー、緊急車両等は対象から除外されています。また、課金地区に居住す

る住民は 9 割引です。 
技術的には、ANPR（カメラおよび自動ナンバー読取機）、DSRC（タグとビーコン識別）、

GPS 等が活用されています。 

 
図 １-５-28 混雑課金対象区域 

出典：ロンドン交通局 
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＜参考＞対象区域の拡大と縮小 
課金対象区域は、2007 年 2 月から西側の混雑区域であるケンジントン、チェルシー、ウ

ェストミンスターを含む区域に拡大されました。影響が生じる区域では、この拡大を全住

民の 24％しか支持していませんでしたが、実施されました。この拡張によりロンドン中心

部の課金区域は面積で 70％増加することになりました。 
西側の拡張に併せて、課金終了時間は、月曜から金曜の午後 6：00 となり、祝日とクリ

スマスから元日の間は課金されないこととされました。 
拡張後、課金区域の交通量は 14％減少しましたが、市長の交代により、この拡大部分に

ついての課金は 2010 年 12 月 24 日をもって廃止され、クリスマス休暇を経て 2011 年 1 月

4 日から新料金体系へと移行しています。 
 

 

図 １-５-29 西側拡大区域図 

出典：ロンドン交通局 
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なお、重量貨物車に関しては、このコードン課金とは別に、2008 年 2 月から、重量貨物

車を対象とした LEZ（Low Emission Zone）課金が実施されており、概ねグレーター・ロ

ンドン地域内が対象とされています。 

 
図 １-５-30 ロンドンの Low Emission Zone 区域 

出典：ロンドン交通局 
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（ii）混雑課金導入の背景とその効果 
① 導入背景 

ロンドンでは、慢性的な道路の混雑が定常化しており、ピーク時間帯の平均旅行速度が

時速 16km といった状況でした。混雑課金制度は渋滞緩和策として、ロンドン中心部に乗

り入れる車両に対し導入されました。 
過去 40 年間にわたり、ロンドンは市内における混雑を減少させるために各種のロードプ

ライシングを検討してきました。しかしながら、公平性の観点や課金区域内の事業所への

負の経済効果に対する懸念から、道路課金制度は実現せずにきました。しかし、1998 年に

混雑課金に対する新たな関心を引き起こす重要な法律が可決され、政権党であった労働党

により、地方政府に個人の駐車に対する課税とともに混雑課金制を導入し、これらの課金

から得られた収入を地方の交通プロジェクトに使用する権限が与えられ、ロンドンが踏み

切ったというわけです。導入にあたっては、実証実験や社会実験などを行い、住民や関係

者の合意を得ていったとされています。 
なお、ロンドン以外の地方都市においても、7 つの都市が混雑課金について関心を示して

おり、2009 年ごろよりモデル検証や社会実験が行われていますが、導入にはいたっていま

せん。 

 

 

 

図 １-５-31 ロードプライシングの導入検証都市（2009年時）と交通改革基金の当初予算案 

出典：Freight Transport Association「Road pricing schemes in England」 
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② 導入効果 

ロンドン中心部における混雑課金は、特に課金区域内における混雑の軽減に成功したと

いわれています。導入から２年後のコードン課金による自動車交通抑制の効果は、次のと

おりです。 
１） 渋滞度合い：30％減少 
２） 課金地域の交通量：全体で 18％減少、自家用車 33％減少 
３） 移動時間の信頼性：向上 
４） バス利用：増加 
５） 公共交通機関への変更：50～60％ 
６） 課金区域の迂回：20～30％ 
７） 他の交通手段への変更：15～25％ 
 
ロンドン市中央部へのトリップ数は変化がないものの、バスや公共交通機関へと交通手

段を変更する、混雑区域を避けるといった対応がとられるようになり、全体として、交通

量の抑制に効果が出ています。 
自動車の交通量は、2003 年 2 月に混雑課金が導入されてから一日あたり 60,000 台減少

しました。導入初年以来、課金区域に進入した交通量は 18％減少し、区域内の交通渋滞（混

雑）は 30％減少しました。対照的に、タクシーの利用は 30％増加し、区域内のバスの台数

は 20％増加しています。 
タクシーとバスはいずれも混雑課金を免除された交通機関です。バスは交通混雑による

運行時間の遅れが 60％減少し、朝のピーク時間の乗客が 29,000 人増加しました。ロンドン

の中心部におけるバスの増加と交通量の減少により、区域内のバスの待ち時間は 33％減少

しています。プロジェクトの実施機関によれば、プロジェクトの開始一年後の時点で、市

内に進入する車は一日あたり 50,000 台減少したということです。ただし、ロンドンに入っ

た人数は 4,000 人しか減少していないことをみると、交通手段の変更が積極的に選択され

たと考えることができるでしょう。 
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③ 課金制度による収入 

混雑課金による料金収入は、年間 200 億円です。課金区域内における混雑の軽減には成

功しましたが、交通の改良のための収入の創出という点ではあまり成功しなかったという

評価がされています。 
表 １-５-27 収支推移 

（単位：百万ポンド） 

年 収入 支出 純利益 
2002/03 18.5 76.8 -58.3 

2003/04 186.7 141.4 45.3 

2004/05 218.1 125.1 93.0 

2005/06 254.1 147.8 106.3 

2006/07 252.4 163.3 89.1 

2007/08 328.2 191.2 137.0 

2008/09 325.7 177.2 148.5 

2009/10 312.6 154.5 158.1 

2010/11 286.5 113.0 173.5 

2011/12 226.7 89.9 136.8 

出典：ロンドン交通局「Annual Report Statement of Accounts」各年データより作成 
 

混雑課金から得られた収入は予想を下回りました。このスキームが初期の計画段階にあ

ったときには、推計された年間収入は 2 億ポンド（約 302 億円）でした。2003 年の 2 月に

制度が始まったときには、2003 年から 2004 年の総収入は約 1.2 億ポンド（約 181 億円）、

それ以降は 1.3 億ポンド（約 196 億円）になり、純利益は 2004 年に 6,800 万ポンド（約

100 億円）で、将来的には 8,000 万～1 億ポンド（121 億～151 億円）になると予想されて

いました。2005 年に料金は 60％値上げされたにもかかわらず、純利益は予想をかなり下回

ったままでした。 
 
純収入が予想を下回った主な理由として、以下の要素が挙げられています。 
 制度による交通量の減少が予想よりも大きかったこと 
 制度違反者の 80％しか捕捉できないシステムであること 
 割引または免除の車両数が予想よりも多かったこと 
 
2007 年に西側へ課金区域を拡張したことにより収入は増加し、2008 年における収入は

2.68 億ポンド（約 405 億円）となり、運営費用 1.31 億ポンド（約 198 億円）を差し引いた

1.37 億（約 207 億円）ポンドが純収入となりました。その後の、対象区域の狭小化、交通

量そのものの減少等から、2011 年度の総収入は 2.27 億ポンド、純収入は 400 万ポンドと

なっています。 
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（iii）混雑課金導入に際しての問題点 
① 貨物輸送業界の反発 

導入が発表されたのち、貨物輸送業界は、貨物車には利用可能な代替手段がないとして

この制度に反対を表明しました。乗用車利用者は公共交通への転換が可能ですが、ロンド

ン中心部に目的地のある貨物車は料金を支払う以外に選択の余地がなかったからです。 
導入当初、一日当りの料金は乗用車 5 ポンド（約 755 円）、トラック 15 ポンド（約 2,265

円）で計画されていましたが、結果、トラックの一日あたり料金は 5 ポンド（約 755 円）

に減額されました。ただし、免除の要求は拒否されました。 
 
② システム上の問題点 

ロンドンの混雑課金システムは、ビデオによりライセンス番号を認識するものでした。

このシステムは、車両が区域にスピードを出して進入する際に、ライセンス番号を正確に

読み取るために進入地点にカメラを設置し、読み取ったライセンス番号を支払いと照合す

るためのソフトウェアの設置を必要としています。 
車載器を必要としないこと、また、たまたまロンドンに旅行に来た自動車運転者からも

料金の徴収が可能であることが、システムの利点です。 
一方、車両が一日のうちに都心部をどれだけ走行したかに係わりなく同一料金が課され

ることは、システムの大きな欠点として指摘されています。この仕組みは課金区域にはじ

めて進入しようとする人々については抑制力がありますが、一旦区域内に進入してしまっ

た車両に対しては抑制効果がないからです。 
また、カメラまたはライセンス番号読み取りソフトウェアの問題により、違反者の 80％

しか捕捉できないことも、システムの欠点とされています。捕捉率が低いということは、

車載器を用いた電子的システムに比べ、導入自体は非常に容易ですが、制度収入が少なく、

混雑管理能力が劣るということを意味します。 
 
③ 公平性の維持 

混雑課金制導入にあたっては、この制度がどのように機能するか、住民に情報提供した

うえで、世論の支持を得ることが必要でした。ロンドン市長には課金制度を導入する権限

を持ってはいましたが、選挙によって選ばれた公職者としても、この制度を成功させるた

めには世論の同意が必要だったのです。 
ロンドンの交通渋滞は重症であり、中心部において何らかの措置が必要であることにつ

いては、世論の一般的な合意がありました。しかしながら、一日あたりの料金を支払う余

力の乏しい低所得層や障害者への影響など、その公平性について懸念も示されていました。 
ロンドン中心部の交通量とその影響を減らすためのプログラムが追加されました。課金

制度から得られた収入は、１）公共交通サービスの改善と拡張、２）交通の流れを改善す

るための交通信号の時間調整、３）容量を増やすための道路インフラの改良に使用するこ
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ととされ、これらの追加プログラムにより、公共交通を中心とした代替手段が充実される

ことになりました。この対応により、日々の課金料金を支払いたくない、あるいは支払え

ない利用者の問題が解決されることになりました。 
また、公平性の観点からは、公共交通サービスの改良に加え、特定のグループに対して

割引及び免除が適用されることになりました。課金区域内の住民は 90％の割引を申請する

ことができ、２階建てバス、コーチ（長距離用バス）、タクシー、二輪車、緊急車、身体障

害者による車両および低排出ガス車に対しては制度適用が免除されています。 
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